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事業再生支援に関するよくあるご質問 ＦＡＱ の公表について 

 

   わ 国 新型コロナウイルス感染症 以 新型コロナ いう 影

響 長期 及 た す 本年 日 新型コロナ 感

染症法 位置付け 類感染症 変更 決定 社会経済活

動 正常化 進 あ 本格的 経済回復 そし 新た 経済成長 軌道

乗せ いく時期 差し掛 す うした中 新型コロナ 物価高騰等

影響 受け 依然 し 厳しい状況 置 い 事業者 方 事業

再生 事業 立 直す 効 手段 一 あ 考え す 事業者 方

中 事業再生支援 い 馴染 いた 事業再生支援 関し 不安

懸念 持た い 方 い し 思い す  

株式会社地域経済活性化支援機構 以 当機構 いう 新型コロナ

等 影響 受けた事業者 方 当機構 事業再生支援 活用す 当た

懸念等 払拭す た 本日 事業再生支援 関す くあ 質問 ＦＡＱ

以 公表し した 知 せいたし す  

ＦＡＱ い 今後 事業者 方 質問 踏 え 時 追

加 修正 行 い す  

当機構 新型コロナ等 影響 受け 過大 債務 負 い 事業者 方

対し 地域金融機関等 連携し 当機構 経験・ ウ ウ 最大限 活用し

積極的 事業再生支援 行う 引 続 地域経済 活性化 向け 貢献

し い す  

 

以 上 

 

 

地域経済活性化支援機構 

＜ 問い合わせ・ 相談 連絡先＞ 

株式会社地域経済活性化支援機構  https://www.revic.co.jp/ 

〒100-0004 東京都千代田区大手町１- -１ 大手町ビル  

    代表 TEL 03-6266-0310 

https://www.revic.co.jp/
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事業再生支援 関 くあ 質問 ＦＡＱ  

 

 

 

Ｑ   事業再生支援 申込 う 行え い  

Ａ   事業再生 引金融機関等 協力 必要 事業再生

支援 申込 事業者 ン ン 等 連 行 い く

機構 申込 前 事業者 事前相談 対

応 事前相談 過程 事業者 ン ン 等へ 相談

願い  

 

 

Ｑ   機構へ 事前相談後 具体的 う 手 プ セ 必要

 

Ａ   事前相談 い い 後 事業者 事業概要 直近決算書等 基礎資料

基 機構 事業性評価 中心 初期検討 行い そ 結

果 踏 え 事業者や ン ン 等 機構 事業再生支援 活用

い 断 事業者 細資料 開示い 機構 再生

可能性 検証 事業再生上 課 析等 含 事業再生計画 青写真

作成 行い プ ュ ン 踏 え 事業者

及び ン ン 等 対 金融支援 含 事業再生計画 見通 説

明 両者 合意 得 外部 等 資産等 査定

ュ ン 事業再生計画 策定 進  

    事業再生計画 関係金融機関等 金融支援 関 調整 け

く 当 事業者 企業価値向上 機構 資金供給や人的支

援等 関 内容 含 事業再生計画 い 事業者

ン ン 等 責任 持 実行 い く必要 あ

機構 事業者や ン ン 等 十 連携 上 策定支援 行い  

事業再生支援 申込 い 事業再生計画 い 事業者

ン ン 等 十 理解 納得 い い 上 両者 連

機構 再生支援申込 行 い く  
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Ｑ   機構 事業再生支援 け う 事業再生計画 策

定 必要 あ 例え 年間 有利子 債 キ ッ ュ フ

対 比率 10倍以内 事業再生計画 立 い場合

事業再生支援 け い う  

Ａ   機構 原則 再生支援決定 行わ 日 年以内 機構 支援

基準 定 生産性向上基準及び 健全化基準 満 事業再生

計画 実施 事業 再生 見込 事業者 い 再生支援決

定 い  

    事業者 属 事業 特性 当 事業者 規模等 案

基準 う 一部 い そ 期間内 満 見込

い い 合理的 認 特段 事情 あ 認

場合 当 基準 硬直的 適用 い  

 

 

Ｑ   機構 事業再生支援 け 場合 事業者 商 引債権者へ 影響

あ  

Ａ   機構 事業再生支援 い 金融機関 債権 関 金融調

整 行う あ 事業者 商 引債権者 間 債権債 関係

影響 え 通常 弁済等 履行 引

 

 

 

Ｑ   機構 事業再生支援 け 人員整理 行う必

要 あ  

Ａ   事業再生支援 必 行わ け い い

う あ  

事業再生支援 そ 事業者 事業 再構築 け 事業利益 確保

や過大債 削減等 再構築 事業 可能

態勢 確保 目的 行わ あ

行わ く 事業 再生 見込 事業者 い 行

わ い支援事例 多く存在 い  

    事業再生支援 行う 当 う 必要 可

欠 場合 可能 限 最小限 範囲 留 労働組合等

合い 行い 理解 求 進 いく  
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Ｑ   機構 事業再生支援 い 主 新型コ 感染症

影響 経営事業 悪化 場合 経営者 直接 責任 い

考え 経営責任 い う 対応 そ

う 場合 経営者 退任 求  

Ａ   事業再生支援 当 債権者 債権放棄等 抜本的 金融支援 求

う 場合 経営者 相応 責任 求 基本

主 新型コ 感染症等 蔓延や大規模地震 発生 影響

等 経営 一時的 悪化 経営者 帰責性 い場合

原則 経営責任 求 必要 い 考え  

そ ほ 当 経営者 事業 必要 等 有 い 場合

や 当 事業 必要 販路 仕入先等 関係維持 当 経営者 人的関

係 必要 可欠 あ い 事情 あ 場合等 経営責任

経営者 退任 求 支援事例 存在 い  

    い 債権者 合意 得 前提 事業者 特性

や自 力 内容や程度 窮境 至 原因等 総合的 案 個

断  

 

 

Ｑ   機構 事業再生支援 け 過半数 議決権 保有や経営 派

遣 機構 経営権 握 う  

Ａ   機構 事業再生支援 行う 得 議決権 比率や経営 等

派遣 い 事業者 窮境状況や事業再生 進 いく上

壁等 総合的 案 事業者や ン ン 相談 決定

事業者 状況 議決権 過半数 得 い

場合や現経営 協業 事業 再生 進 いく場合 あ  

 

 

Ｑ   機構 支援決定時 企業 公表  

Ａ   事業者 非公表 希望 場合 公表 い  

大規模 事業者※ 当 場合 企業 公表

 

※ 資本金 額又 出資 総額 五億円を超え、 つ、常時使用する従業員 数

千人を超える事業者 

大規模 事業者 当 い場合 あ 公表

事業者 信用維持やそ 再建 資 場合 事業者及び ン ン

等 意 上 公表 あ  
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Ｑ   事業再生支援 け 資産等 査定 ュ ン 費用

担 程度 う  

Ａ   事業再生支援 け ュ ン 事業 法

動産等 視点 事業者 置 い 状況 細 把握 実

施 あ 事業再生 キ 中 金融機関 債権放棄等 求

前提 要 作業 再生支援決定 至 場合 ュ

ン 費用 事業者 規模 応 機構 担 中小企業

基本法 規定 中小企業 い 費用 10 機構 担

再生支援決定 至 場合 事業者側 事情 場合

原則 機構 費用 全 担  

 

 

Ｑ10  機構 再生支援決定後 う タ ン 行わ

 

Ａ10  機構 事業者 業 収益及び 状態 定期的 把握や経営人材

派遣等 通 事業再生計画 進捗状況 タ ン 行い 着実

事業再生 企業価値 向上 組 い  

事業者 事業 大 懸念 生 う 場合 頻度 高

事業再生計画 進捗状況等 随時把握 対応 行い

指標等 改善 場合 タ ン 頻度 定期的 把握

変更 適時適 タ ン い  

 


